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に PC 鋼棒で横締めする構造となっていた． 
電車の利用者が，エレベーターを安全に昇降するためには，プラットホームの中央
付近に設置されることが合理的であり，そのためには PC 桁の中央部をくり抜く必要

























図 1.2 には橋齢 50 年を超える橋が全体に占める割合の推移を示しているが，2018 年
では全体の 25%を占めており，2028 年には 50%となる見通しとなっている 1-1)． 





















図 1.2 建設後 50 年を経過した橋梁の割合 1-1) 
 














図 1.3 は，気象庁の統計データで，平成 28 年以降に発生した被害地震の震央分布で




図 1.3 日本付近で発生した主な被害地震の震央分布（平成 28 年以降）1-3) 



































































ん断力 q と HEM の相対変位 s との関係を設定し，変位に関する非線形連立微分方程式
を誘導し数値解析を実施した．その結果，実験結果をうまくシミュレートできる有効










なった．なお，PC 緊張材には連続繊維緊張材として CFRP より線を選択したが，これ


















 本論文の構成フローを図 1.5 に示し，また，各章の概要を説明する． 
 
「第１章 序論」 
 HEM 定着法のこれまでのレビューを含め，本研究の背景と目的について述べた． 
 





「第３章 静的引張実験および HEM 定着メカニズムの解析的検討」 





CFRP より線と PC 鋼より線の 2 種類の PC 緊張材を使用し，φ12.5（φ12.7）および








 「第４章 HEM 定着具の設計法に関する提案」 























鋼棒を 4 本組み合わせた供試体と，基本となるφ17mm PC 鋼棒 1 本の供試体を用いて，
30 回の引張片振り繰り返し載荷実験を行い，短期荷重および長期荷重のいずれについ
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2.1 HEM 定着法の概要 
 
(1) HEM定着法の基本構造 
HEM 定着法の基本構造は，図 2.1 に示すように，まず鋼管スリーブの中心位置に
PC 緊張材を挿入・セットし，その隙間に定着用膨張材（HEM）スラリーを充填する．












HEM 定着法には，2 つの定着法がある 2-1)．まず 1 つが，当初は PC 緊張材に引張力
が作用しておらず，鋼管スリーブに HEM スラリーを注入し，所定の膨張圧が得られ
た後に引張力を作用させ定着する方法で，便宜的に“I 法”と呼んでいる．図 2.2 に

















図 2.1 HEM 定着体の基本構造 





















































































図 2.4 後部定着の構造 
圧縮応力 




























Ig.loss＊） SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 計 （cm
2/g）＊＊） 
定着用膨張材 
マルチ用  TYPE-B 
1.5 7.9 1.9 0.9 83.2 0.6 3.8 99.8 2100 
定着用膨張材 
シングル用 TYPE-A 
1.3 2.5 0.6 0.4 93.4 0.3 1.3 99.8 2010 













図 2.6 HEM スラリーの練り混ぜ 
HEM の使用法は，水と HEM を質量比 27％の割合で練り混ぜたスラリー状にしたも
のを鋼管スリーブと PC 緊張材の隙間に充填する．また，使用温度範囲は，基本的に






法である.    
外管法とは，鋼管スリーブ外周面中央に貼付した直交 2 軸型ひずみゲージにより，
一定時間ごとに測定された円周方向ひずみ値 εθ，軸方向ひずみ値 εz を用いて，厚肉円
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10 時間後　 56 時間後
20 時間後　 100 時間後




















そして 56 時間後，口元から 100mm の位置で膨張圧が 60MPa で収束している．膨張圧

























(2) PC 緊張材 
PC 緊張材の実験対象として，連続繊維補強材と PC 鋼材を使用した．複合材料の出








象としたのは，CFRP ケーブル材（CFRP より線）である．表 2.2 に連続繊維補強材の












 図 2.9 連続繊維補強材 














①軽量     ②耐食性に優れている(錆びない)     ③高強度，高弾性 















比重 1.5 1.3 1.7～1.9 7.85 
引張強度(N/mm2) 1900～2300 1400～1800 600～900 1700～1900 
ヤング係数 
(kN/mm2) 
130～420 50～70 30 200 
破断伸び（%） 0.6～1.9 2～4 2 6 
リラクセーション
（%） 
1.5～3 5～15 10 1～2 
線膨張係数 
（10-6/℃） 
0.6 -2～-5 9 12 
耐食性 ○ ○ ○ × 





































HEM 定着法は，緊張材の引張力を HEM によりせん断力として鋼管スリーブに伝達
する構造となっている．そのせん断力の分布を明らかにするために静的引張実験をお
こなう．ひずみの計測は，ひずみゲージを鋼管スリーブの外側に貼付しておこない，






































表 3.1 PC 緊張材の諸元 
 
呼称（構成） CFRP より線 1×7 PC 鋼より線 1×7 
  （径） φ12.5 φ15.2 φ12.7 φ15.2 
直径 (mm) 12.5 15.2 12.7 15.2 
有効断面積 (mm2) 76.0 113.6 － － 
公称断面積 (mm2) － － 98.7 138.7 
保証破断荷重 (kN) 142 199 － － 
最大引張荷重 (kN) 170 243 － － 
降伏点荷重 (kN) － － 175*) 253*) 
引張強度 (kN/mm2) 2.24**) 2.14**) 1.92***) 1.98***) 
弾性係数 (kN/mm2) 139 137 195 197 
単位長さ質量 (g/m) 154 226 774 1101 
断面構造 
  
*)：0.2%永久伸びに対する試験力 **)：最大引張荷重を有効断面積で除した値  
***)：最大試験力を公称断面積で除した値 
 
























































実験に用いた試験体の一覧を表 3.2 に示す． PC 緊張材の種類と径を 2 種類とし，
それぞれに対して，鋼管スリーブ長と膨張圧を変化させた計 27 体の試験体を製作した．











図 3.1 鋼管スリーブ 






























































2 53.5 - 
3 50.0 - 
4 83.6 - 




7 46.1 - 
8 50.0 - 
9 50.0 253.3 





12 47.8 133.8 




15 46.2 - 
16 71.8 - 







19 40.2 - 
20 50.0 - 
21 50.0 - 
22 50.0 - 
23 70.0 - 




26 49.0 - 
27 67.5 178.6 
  


































図 3.2 加力プログラム 
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dx    
鋼管スリーブ  Es，As      
Ts+dTs        
緊張材  EP，AP       
qdx       
qdx       
Tp     
HEM  
Ts    
Tp+dTp      

























































P ε0 εi εi-1 εi+1 

















                                       (3.6) 
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 i  i+1  i-1 
Δx：ゲージ測定間隔（20mm） 
si：荷重端から i 番目のひずみ値（i = 0～N） 
内径 
 
スリーブ外径：39 or 45 
スリーブ内径：22 or 25 
                 









































































































(a) p=31.5MPa (b) p=47.8MPa 
 
(c)  p=64.1MPa 
図3.8 鋼管スリーブのひずみ分布（CFRPより線12.5，スリーブ長ls=165mm） 



























































































(a)  p=31.2MPa (b)  p=53.5MPa 
 
(c)  p=83.6MPa 
図3.9 鋼管スリーブのひずみ分布（CFRPより線12.5，スリーブ長ls=300mm） 






























































































(a)  p=38.0MPa (b)  p=50.0MPa 
 































































































(a)  p=29.0MPa (b)  p=46.2MPa 
 
(c)  p=71.8MPa 
図3.11 鋼管スリーブのひずみ分布（CFRPより線φ15.2，スリーブ長ls=165mm） 




























































































(a)  p=32.6MPa (b)  p=46.1MPa 
 
(c)  p=63.3MPa 
図3.12 鋼管スリーブのひずみ分布（CFRPより線φ15.2，スリーブ長ls=300mm） 
























































































































(a)  p=30.0MPa (b)  p=49.0MPa 
 
(c)  p=67.5MPa 
図3.13 鋼管スリーブのひずみ分布（PC鋼より線φ15.2，スリーブ長ls=300mm） 








































































































(a)  p=31.5MPa (b)  p=47.8MPa 
 








































































































(a)  p=31.2MPa (b)  p=53.5MPa 
 








































































































(a)  p=38.0MPa (b)  p=50.0MPa 
 
(c)  p=70.0MPa 
図3.16 q分布（PC鋼より線φ12.7，スリーブ長ls=300mm） 









































































































(a)  p=29.0MPa (b)  p=46.2MPa 
 




















































































































































































































(a)  p=30.0MPa (b)  p=49.0MPa 
 
(c)  p=67.5MPa 
図3.19 q分布（PC鋼より線φ15.2，スリーブ長ls=300mm） 
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 一方，PC 鋼より線の場合，CFRP より線に比べてピークに達するまでの勾配が急で





























































































































(a)  p=31.5MPa (b)  p=47.8MPa 
 














































































































(a)  p=31.2MPa (b)  p=53.5MPa 
 












































































































(a)  p=38.0MPa (b)  p=50.0MPa 
 
(c)  p=70.0MPa 
図3.22 q-s関係（PC鋼より線φ12.7，スリーブ長ls=300mm） 
   









































































































(a)  p=29.0MPa (b)  p=46.2MPa 
 











































































































(a)  p=32.6MPa (b)  p=46.1MPa 
 



















































































































   






図 3.26 は，q-s 曲線を模式的に示したものである．図 3.27 は，図 3.26 に示す qmax 
の大きさと膨張圧の大きさの関係を示したもので，qmax は膨張圧にほぼ比例して増加





























































図 3.27 qmaxと膨張圧の関係 
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次に，図 3.26 に示すように qmaxに対応する相対変位が s0であり，s0と膨張圧の関係




















膨張圧p (MPa)  

































相対変位s (mm)  
図 3.29 q-s 曲線に及ぼす膨張圧の影響 
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また，PC 鋼より線では CFRP より線より小さな s0の値で qmaxに達していることから，
s0と膨張圧の関係は PC 鋼より線の方が CFRP より線より低い位置にある．図 3.27 ，
図 3.28 で示された事項を同じ設定膨張圧の q-s 曲線で模式的に示した図が，図 3.30




























相対変位s (mm)  




























膨張圧p (MPa)  
図 3.31 軟化勾配と膨張圧の関係 
 
 軟化域では，CFRP より線の場合に比べ，PC 鋼より線の方が急激な変化を示してい
る．このことを定量的に評価するために，図 3.26 に示すように，点（s0，qmax）と q-s
曲線の変曲点とを結ぶ直線の勾配（以下，軟化勾配と称する）を求めた．軟化勾配と
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膨張圧の関係を図 3.31 に示す．CFRP より線では，軟化勾配は膨張圧の大きさ，径の
大きさによらずほぼ同一の値を示している．一方，PC 鋼より線では，ばらつきはある




























図 3.32 は，図 3.7 に示した状態を模式化して示したもので，固定端と荷重端におけ
る境界条件および変形後の状態も模式的に示している．ナット定着された固定端部を
原点にとり，荷重端までの鋼管スリーブ長 ls’を解析対象とし，ナットの厚さ 40mm 部
分の鋼管スリーブは無いものとした．すなわち，後述する線形，非線形解析を問わず，
ナット長 40mm を除く ls’=125mm，260mm が解析対象区間である．固定端を x=0 として，
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図 3.3 に示したように，HEM 層は単位長さ当たりのせん断力 q を伝達するせん断バ
ネと考え，x の位置の微小部分 dx における力の釣合いから式(3.12)および式(3.13)が
導ける． 
 
，                     (3.12) 
                            (3.13) 
 
式(3.12)，(3.13)より，以下のような鋼管スリーブ変位 ws と PC 緊張材の変位 wp に
関する連立微分方程式が導ける． 
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3.8  解析結果と実験結果との比較 
 
(1) 線形解析による低荷重域での挙動 
図 3.33，図 3.34 にはそれぞれ，線形微分方程式の解である式(3.18)および式
(3.20)より求めたスリーブ表面ひずみ εs の分布と q 分布の実験値を比較して示した．
なお，計算に用いた式(3.15)の比例定数 k は実験で求められた q-s 曲線の初期接線勾配
とした．設定膨張圧は 30MPa の場合で，荷重は 50kN 程度までの挙動を示している．









いては qmax の値に限界はないが，実際には定着体内部のどの位置においても qmax 以上
の値は負担し得ないので，q 分布は荷重に釣り合うべく，荷重端側から固定端側の負
担が増加する分布へ移行するためと考えられる． 
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3.6 で示した軟化域もカバーする q-s 関係を用い，RKG 法による解析結果と実験結
果を比較・検討する．ここでは，鋼管スリーブ表面のひずみ εs の分布，q 分布の比較
に加え，荷重端の相対変位についても検討した． 
まず，図 3.35 と図 3.36 に鋼管スリーブ表面のひずみ εsの分布と q 分布を比較して
示した．なお，ここでは実験結果との比較がしやすいように，特徴が明確に現れる代
表的な荷重段階における結果のみを示した． 
















































































































(b)  CFRPより線φ12.5， 
ls=300mm 


























































































































(b)  CFRPより線12.5， 
ls=300mm 
(c)  PC鋼より線12.7， 
ls=300mm 
図3.34 線形微分方程式の解析結果と実験値との比較（q分布） 
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まで残ったままであること，iv) 同じスリーブ長でも q-s 関係において軟化域での急
激な低下を示す PC 鋼より線の方が，q 分布の変化が激しく，緊張材の違いによる q-s
関係の特徴がよく表れていることが再現できていることがわかる． 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   



































































































              図4.1 定着具のモデル 
 
 
P＝Ｕ・Ｌ（τ0＋μ・ｐ）                   (4.1) 
 
           P：PC 鋼材の緊張力  （ kN） 
           Ｕ：PC 鋼材の周長  （ mm） 
           Ｌ：定着長       （mm） 
           τ0：粘着力      （ N/mm
2） 
           μ：摩擦係数  

















能性がある．「引抜け」とは，HEM 定着体から PC 緊張材が完全に引き抜けるのでは
なく，最大荷重に達すると同時に HEM 層と PC 緊張材間の付着が切れ，5～10mm 程度
PC 緊張材の滑り出しが瞬間的に生じることを実験において観察しており，このような
状態を「引抜け」と称している．また，最大荷重を「引抜荷重」と呼ぶことにする．
また，3.3 で示したように引張荷重が増加するにつれて q 分布の最大値は荷重端側か


































図 4.2 荷重増加に伴う q 分布の推移 
 







Pqdx                                  (4.2) 
 







図 4.3 に引張荷重 P と q 分布の面積の関係を示す．図中の白抜きのプロットは後述
する収束値または，限界値に至る途中段階の解析結果を示している．中央の直線は，
「引張荷重 P の大きさ＝q 分布の面積」を示している．荷重が低い段階では，設定し
た任意の荷重（設定荷重）において，初期値 α の値を変化させれば，それにともなっ
て q 分布の面積は大きく変化するが，境界条件を満足する α の値の時に，設定荷重 P





































図 4.3 荷重 Pと q 分布の面積との関係 
 
図 4.4，図 4.5 に各 PC 緊張材における引抜荷重と膨張圧の関係を示した．いずれの
場合も膨張圧が大きくなれば，ほぼ比例して引抜荷重も増加していることが分かる．






また，同図には，参考までに CFRP より線の保証破断荷重と PC 鋼より線の降伏点荷
重を示した．  

































































図 4.5 引抜荷重と膨張圧の関係(φ15.2) 
 
 
 (3) 引抜荷重に及ぼす軟化勾配の影響 
 q-s曲線の軟化域では，PC鋼より線の方がCFRPより線に比べ，軟化勾配が大きいこ

































































































































4.2 HEM 定着具の設計方法 
 












まる．ここでは， CFRP より線については保証破断荷重 4-1)を，PC 鋼より線について
は降伏点荷重を定着荷重として提案する．  
 次に重要なのはスリーブ長の決定であり，その手順について以下に示す．使用する
PC 緊張材が決まれば，定着荷重は自ずと決まる．例えば，使用する PC 緊張材を
CFRP より線φ12.5 とすると，定着荷重は保証破断荷重である 142kN となり，図 4.9




重をプロットする．図 4.9 に示すように，膨張圧 30MPa の場合には図中の点 a～点 e





























図 4.9 スリーブ長決定概念図 
 
さて，保証破断荷重 142kN を定着できるスリーブ長としては，一つの標準的な膨張
圧である 50MPa の直線と Pa との交点から垂線を降ろした ls’=200mm を設計スリーブ
長とすることができる．しかしながら，実施工においては周囲の環境や気温などの条
件により，50MPa の膨張圧を期待できない場合がある．その場合には設定膨張圧を下
げて，例えば 30MPa とすれば，図 4.9 より ls’=340mm が設計スリーブ長となる．一方，























































































































































































































80 MPa   88.230 0.410 ’ 
 
50 MPa   44.873 0.487 ’              （4.3） 
 
30 MPa   41.742 0.298 ’ 
 
            ただし，P：引抜荷重（kN） 
                        ls’：スリーブ長（mm） 
 
ここで，発生する膨張圧を確率変数 Xと捉えて，平均値 μ=50 MPa，標準偏差 σ=5 MPa
の正規分布となっているものと仮定する．そして，以下の変数 Z で標準正規分布（μ=0，
σ=1）に標準化する． 
           
ｰ ｰ
           （4.4） 
 
信頼性指標を β=3 とすると，Z=-3 となり，X=35 MPa となる．よって，この確率分布
の場合，99.9%の確率で 35 MPa 以上の膨張圧が発生することになる． 
ここで，引抜荷重を P=150kN とすると，式（4.3）より，50MPa のときのスリーブ
長は ls’ =216mm となり，30 MPa では ls’ =363mm となる．発生する膨張圧が，低くて
も 35 MPa ということであれば，35 MPa でのスリーブ長で安全性能が確保できること
になる．しかし，ここでは 35 MPa の回帰式が示されていないので，便宜上 30 MPa で









γ= 326 ／ 216 = 1.5               （4.5） 
 
ところで，引抜荷重（引抜耐力）の確率分布に影響を与える大きな要素は，q-s 関係
のばらつきである．本研究では，単位長さ当たりのせん断力 q の分布について，q-s 関
係を使った微分方程式を導入して，数値解析することで引抜荷重を求める方法と解析
結果を 4.1 で示した．その結果，引抜荷重は膨張圧の大きさに依存していること，ま
















(1) 軟化領域を有する q-s 関係を用いた非線形連立微分方程式の数値解析により，引抜
荷重を算定することができた． 
 




































































図 5.1 博多駅プラットホームのエレベーター 












































図 5.2 中間定着工法の概要 
(ⅱ)中間定着具の設置 ① 半割支圧板，半割鋼管をセット 
② HEM 充填，膨張圧定着 
④ PC 鋼棒切断後，解体 ③ 無収縮モルタルで跡埋め 
中間定着具 
シース 
PC 鋼棒 φ24 
HEM 充填用 
ニップル 

























































































































































































































































                   組立完了 
  図 5.8 中間定着具の組立（実施工での事前引張試験） 
 
 













































































PC鋼棒(φ23)－1 49 387 333.4 321.9 11.5 
PC鋼棒(φ23)－2 61 387 291.3 277.8 13.5 
PC鋼棒(φ26) 43 494 442.8 418.2 24.6 
PC鋼より線(φ17.8) 57 330 229.1 223.3 5.8 
 
 





















① PC 緊張材を油圧ジャッキにより緊張して C 点で仮定着する．最大緊張力は PC
緊張材の最大引張荷重の 80％または降伏荷重の 90％のうち，小さい値とした． 





























図 5.10 実験装置の概略図 
緊張状態 
緊張力解放 




























用すれば，荷重前の位置からそれぞれ wp，ws だけ変位し図 5.11 に示すような状態と
なると仮定している．任意の位置 x における緊張材変位 wpと鋼管スリーブ変位 wsとの














図 5.11 変形後の状態 
 


























                                          (5.3) 
 











Ap:PC 緊張材の断面積，ws:x の位置における鋼管スリーブ変位，wp:x の位置における
PC 緊張材変位，L:ゲージ測定間隔，l:鋼管スリーブ長，s:PC 緊張材変位と鋼管スリー
ブ変位の相対変位である． 





レテンション方式 PC の付着長に相当する．それぞれ最大導入荷重時（PC 鋼材の最大引
張荷重 Puの約 60%～70%）の付着長を求めると，φ23PC 鋼棒－1 では約 160mm，φ







































































































































図 5.12 ひずみ分布 
 
（3）q-s 関係 
緊張解放端の近傍位置における q-s 関係の実測値を図 5.13 に示す（図中の数字は，
固定端からの距離を表す）．それぞれの図において，ややばらつきはあるものの固定
端からの位置によらず，ほぼ同一の曲線上にのっているとみなすことができる．PC 鋼
棒の q-s 関係はピークに達するまでの勾配は PC 鋼より線よりも大きく，ピーク後の低






















































































































































着された固定端部を原点にとり，HEM 層を単位長さあたりのせん断力 q を伝達するせ

























図 5.14 端部の境界条件 










         (5.8) 
 
式（5.9）境界条件のもとで，式(5.8)を RKG(ルンゲ・クッタ・ギル)法により解く















































































ト部における PC 鋼材の相対変位）は未知量である．したがって，作用荷重-P のもと



















無いので，スリーブ長が 400mm であれば緊張材 3 種類いずれも定着には十分なスリー
ブ長であることがわかる．なお，表 5.2 に示すように，実施工において必要な定着加

































































































図 5.16 スリーブ長に対する限界荷重 






中間定着具への荷重の導入過程を図 5.17 に示す．図 5.17 は，図 5.10 の実験の概略
を示したもので，A 点，C 点では，緊張力をロードセルを用いて管理しており，それ




























C 点で緊張力を解放する前は，PA0=PC0 であり，PB0=0 である．C 点での緊張力解放
過程，すなわち B 点の中間定着具への導入過程の i ステップにおいて，それぞれの位
置における荷重を PAi，PBi，PCi とすると，PAi=PBi+PCi が成立する．当然のことながら
すべての導入段階で常にこの力のつり合い式は成り立つ．最終的に B 点で定着が完了
 
















   
定着完了時 
 
図 5.17 中間定着具への荷重導入過程 





上記のような導入過程において，初期の緊張力 PA0 は定着完了時には，PAn までに緊張
力が低下しており，緊張力の損失が生じる．これをここではセットロスと称し，ΔP で
表す． 












図 5.18 解放端と固定端における変位 
 
図 5.19 は，荷重解放に伴うセットロスと図 5.18 の模式図で示したような荷重解放
端における緊張材変位 wp および相対変位 s の実験結果である．図 5.19 において，セ
ットロスは変位の増加に伴って増加しているが，食い込み量は 1mm 以下で，一般的な

















































































































図 5.19 解放端の変位とセットロス 
 
図 5.20は，定着荷重 PBiを作用させた場合の荷重解放端における相対変位 s の解析値
と実測値（鋼管スリーブひずみより式(5.3)，式(5.5)を用いて計算した値）との関係
を示したものである．解析値と実測値はほぼ合っており，図 5.19に示したセットロス

















































































































図 5.20 定着荷重と解放端の相対変位 
 
なおここで，実施工において行った事前の引張試験の結果を表 5.2 に示す．PC 鋼棒







表 5.2 実験結果一覧 
ロードセルの計測値    （tf） 
 
開放前 
ＴＹＰＥ２－Ｌ ＴＹＰＥ２－Ｒ ＴＹＰＥ１ 
減少量 
 開放 開放 開放 
ＴＹＰＥ２－Ｒ 22.01 22.17 20.32 19.21 -2.80 
ＴＹＰＥ１ 20.64 21.16 22.07 18.22 -2.42 
ＴＹＰＥ２－Ｌ 20.62 18.48 18.36 18.18 -2.44 
３本合計     -7.66 
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C 形鋼材の剛性が，膨張圧の大きさに与える影響を把握するため，図 5.23 に示すよ

















































棒状圧力計（試験体   A）
棒状圧力計（試験体   B）
棒状圧力計（試験体   C）
















































同様とし，全長 400mm と 300mm の 2種類とした．また，定着時の付着長の把握など


































15@20=300 10 90 
















け荷重が 370.4kN と低いのは，鋼管スリーブの偏心の影響と考えられる 
 



































































































(1) HEM 定着内部には，プレテンション方式 PC と同様に付着長が存在した．φ23PC
鋼棒－1 では約 160mm，φ23PC 鋼棒－2 では約 180mm，φ26PC 鋼棒では約
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開いた PC 鋼棒用の穴と鋼管スリーブに PC 鋼棒を通して，一連の構造とする．その後，
スリーブ内の隙間に HEM スラリーを充填して取り付け作業が完了する．充填作業の










      高力ボルトによる接合例         HEM 定着による接合例 
 





























図 6.2 制振ブレースの接合例 

















(b) 口元相対変位計測冶具 (c) 歪ゲージ貼付位置 
鋼管スリーブ ガセットプレート 

























法を考慮すると，1 本の降伏耐力約 250kN の PC 鋼棒φ17 を 4 本使用した定着体が合
理的であると考えた．図 6.5にその試験体の構造を示す． 
 






























































































































































































使用する PC 鋼棒の規格はφ17 の C 種 1 号であり，引張強度は 280kN 以上，降伏荷
重は 246kN が規格である．鋼管スリーブの材質は S45C で外径 50.8mm，内径 26.8mm





① 後部定着用と口元定着用の鋼管スリーブをそれぞれ 1 本ずつ準備する．なお，膨
張圧を測定するためにダイヤフラム型圧力計を使用するが，設置のためのねじ切り寸
法が大きく，定着機能への影響が大きいので，膨張圧を計測するための鋼管スリーブ
を別に 1 本用意し，膨張圧計測をおこなった． 
 




③ PC 鋼棒を鋼管スリーブ内の中心にセットした状態で，HEM スラリーを充填する．
その後，恒温恒湿室にて十分な膨張圧を発揮するまで養生をおこなう． 
 
④ 200tf 万能試験機を用いて，後部定着と口元定着の 2 本に対して静的引張試験を行
う．静的引張試験では，まず，降伏強度の 67％となる最大荷重まで負荷した後，降伏























図 6.7 加力プログラム 
 
 
6.4 実験結果および考察 6-4)，6-5) 
 




































































後部定着               口元定着 
図 6.8  荷重と荷重端変位 



















































































No.7　口元定着   






図 6.9 ひずみ分布（後部定着） 
図 6.10 ひずみ分布（口元定着） 



























































































図 6.12 単位長さ当たりのせん断力 q 分布(口元定着) 
















































































































図 6.13 q-s 関係（後部定着） 







































続いて図 6.15 に，PC 鋼棒 4 本供試体における荷重と平均引き抜き変位の関係につ
いて示す 6-4)．今回の実験結果において，長期荷重までの 30 回繰り返し引張り載荷で
は，下限荷重での引き抜け残留変位は 0.4mm 程度であった．また，31 回目載荷時では，
PC 鋼棒 4 本分の規格降伏荷重（984kN）を目標に加載をおこなったが，荷重載荷途中
の 833kN で引き抜けが生じている．この原因として考えられることは，PC 鋼棒 4 本に
均等に荷重が作用していなかったこと，定着耐力の比較的小さい口元定着であったこ
とが考えられる．しかしながら，引き抜けが生じたあとも荷重は急激に低下すること
はなく，引き抜け変位が約 10mm に達したあとでも，引き抜け荷重の約 70%の荷重を
保持していることが，この実験でも確認できた．図 6.16 に 4 本の PC 鋼棒の荷重分担
率を示すが，4 本のうち 1 本に荷重が集中しており，引き抜け時の荷重負担率は概算


















































図 6.16 引き抜け時の各鋼管スリーブのひずみ 図 6.15 荷重と引き抜け変位 



























図 6.17 シミュレーション用 q-s 関係 
 
(2) 微分方程式と境界条件 
 鋼管スリーブ変位 と PC 鋼棒変位 および相対変位 との関係は，
式(6.1)の連立微分方程式で与えられる． 
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          0:			 0，		 ，	 0 




         :			 0，		 ，	                 
  0:		 0，		 0           (6.4） 
(3) 解析結果 
図 6.20 に，①の q-s 関係を使用して，スリーブ長さをパラメーターとした引抜荷重
の解析結果を示した．いずれもスリーブ長さが長くなれば，引抜荷重は増加するが，
どのスリーブ長さにおいても，引抜荷重は後部定着の方が口元定着よりも大きい値を



































































750kN，500kN および 400kN について，組み合わせを考えてみると下記のようになる． 
 
1000kN PC 鋼棒φ17－4 本 鋼管外径φ70.0（内径φ34.0） 口元定着 
     750kN    PC 鋼棒φ15－4 本 鋼管外径φ60.5（内径φ30.5） 口元定着 
     500kN    PC 鋼棒φ13－4 本 鋼管外径φ50.8（内径φ26.8） 後部定着 
















































(1) PC 鋼棒φ17 を 1 本用いた後部定着と口元定着の荷重―引き抜け変位関係におい
て，長期荷重までの引張り載荷を 30 回繰り返した場合，弾性挙動を示し，下限荷重




(2) 1000ｋN クラスの制振ブレースを想定し，PC 鋼棒φ17 を 4 本用いた供試体では，







































































図 6.22 制振ブレースとガセットの接合案（支圧板溶接） 






6-1） 日本建築学会：鋼構造制振構造設計指針 2014. 
6-2） 安武敦子，玉井宏章，原田哲夫，一ノ瀬直人，生田泰清：定着用膨張材を用い
た新しい制振ブレース接合法について その１ 予備試験，鋼構造年次論文報
告集 第 24 巻，pp.225-232，2016. 




による CFRP より線と PC 鋼より線の定着機構に関する研究，土木学会論文集，
E2（材料，コンクリート構造）Vol78，No4，2014. 
6-5） ハン スースー ソー，原田哲夫，生田泰清，佐々木謙二，山西央朗：定着用膨張
材を用いた制振ブレース接合部の引張挙動に関する研究，鋼構造年次論文報告集，


























































③ 単位長さ当たりのせん断力 q と相対変位 s との関係を表す q-s 関係は，PC 緊張材
の種類や径および膨張圧により異なる性状を示し，いずれの場合においても q の
ピーク値以降は，q の値が小さくなっていく軟化特性を示す． 















(2) HEM 定着具の設計法に関する提案（第４章） 
引抜荷重については，PC 緊張材毎にまた設定膨張圧毎にそれに見合った q-s 関係を
使用した数値解析て算定できることを説明した．それにより，施工場所の環境条件に
見合った定着具の長さを決定できる設計手法を提案した． 
① 軟化領域を有する q-s 関係を用いた非線形連立微分方程式の数値解析により，引
抜荷重を算定することができた． 














① HEM 定着体内部には，PC プレテンション方式 PC と同様に付着長が存在した．今





③ 鋼管スリーブと PC 緊張材間の定着用膨張材層を非線形せん断バネと仮定した連立
微分方程式を誘導し，数値解析的に解き，鋼管スリーブの長さの限界加重の関係
をグラフ化することで，定着長を求める方法を提示した． 








(4) 建築鋼構造制振ブレース接合部への適用（第 6 章） 
制振ダンパーの接合部に，高力ボルト接合の代わりに，HEM 定着接合の適用を検討






① PC 鋼棒φ17 を 1 本用いた後部定着と口元定着の荷重―引き抜け変位関係において，
長期荷重までの引張り載荷を 30 回繰り返した場合，弾性挙動を示し，下限荷重
（PC 鋼棒の降伏荷重の 2%）の位置では，残留変位はともに 0.4mm と極めて小さ
かった．また，接合部は弾性挙動することから，制振ブレースの新たな定着法と
して実用できるものと考える． 
② 1000ｋN クラスの制振ブレースを想定し，PC 鋼棒φ17 を 4 本用いた供試体では，



































































ら始まりました．HEM 定着法について，当初は PC 橋梁の維持管理に貢献できる技術
であると考えていました．しかしその後，転職先の(株)大島造船所で鋼橋の維持管理
業務に携わることになり，鋼橋の補修・補強にも適用できる可能性があると気づき，
長崎県の橋梁の長寿命化に役立てたいと考えました．(株)大島造船所の皆様には，研
究に対して深い理解をいただき，また，入学に関しては，鉄構部の湯川部長，そして
田島次長からの強い後押しにより実現をいたしました．改めて感謝申し上げます． 
大学での研究が始まってからは，毎年違った顔ぶれの学生の方々と一緒におこなっ
てきた訳ですが，引張試験の実施，また，電算による解析を本当に根気よく続けてい
ただき，非常に助かりました．そして，実験に使用する試験体の製作では，久留米市
の小川製作所の諸富様，三川内町の山口工業の山口社長様には，いろいろな無理を聞
いていただきました．厚く感謝申し上げます． 
そして，再度の転職後，引き続きの研究の継続を許可いただいた(株)ヤマウの権藤
勇夫会長および小嶺啓藏社長に敬意を表し，改めて感謝申し上げます． 
最後に，研究の継続に理解を示してくれた妻に感謝し，私の謝辞といたします． 
 
